
英　はじめに

　ロシア極東地域はソ連時代から消費物資の生産基盤が乏しく，軍需産業に偏った産業構造を

有した地域であった。それゆえ同地域住民の消費生活を賄うためには，域外からの物資補給に

頼らざるを得ず，そのコストはソ連政府からの財政移転によって賄われていた。市場経済に移

行した1990年代は，地方分権と地方の自立が政策目標の一つとされ，また連邦政府が多額の財

政赤字抱えていたこともあり，それまでの財政移転が急激に縮小した。さらに連邦政府が軍縮

に転じたことで，軍需産業に偏重した極東地域経済は急速に衰退した。民生転換が難しい軍需

産業という特徴から自立的な経済・財政基盤を失った極東地域の政府は，住民生活を支えるコ

ストを自力で負担することができなくなってしまった。その結果，極東地域からこの20年間で

大量の人口が流出した。極東連邦管区の中心都市ハバロフスク市（ハバロフスク地方）とウラ

ジオストク市（沿海地方）を抱える二つの連邦構成主体（州に相当する行政単位）の人口は，

ハバロフスク地方で1,625万人（1991年）から1,342万人（2012年）に，沿海地方で2,310万人

（1991年）から1,951万人（2012年）にまで減少し，ウラジオストク市（2012年62万人）とハバ

ロフスク市（2012年58万人）の人口は現在でも60万人程度でしかない２。

　2000年代のロシア高度成長期に入り，ようやく地域経済発展政策がロシア連邦政府予算の本

格的な投入によって開始される。それまでのロシアの地方経済は，極東地域をはじめとして資

源を産出しない地域を中心に衰退の歴史をたどってきたのである。現在のロシア連邦政府の重

要課題は，地方の遅れた社会インフラの更新を進め，WTO 加盟によって加速する経済のグロー

バル化の流れの中で，ロシアの地方をいかに再生することができるかにある。

　ロシアの地方と一口で言っても，首都モスクワ市（人口1,162万人（2012年初））や第二の都

市サンクト・ペテルブルグ市（人口459万人（同年））は経済成長が著しく，市場規模の大きさ

から多くの外国資本投資を惹きつけている。そのほか資源産出地域であるチュメニ州なども経

済成長が著しい。ロシア連邦はその広大な国土ゆえに，経済発展の中心地域および資源産出地
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１ 本稿は，平成24年度新潟大学人文社会・教育科学系研究支援経費奨励研究「ロシア極東地域の住宅市場分析：
地域経済の自立の観点から」の研究成果の一部である。
２ ロシア連邦国家統計局より，各年１月１日時点の人口。本稿表１を参照。
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域と，極東地域のような衰退地域との間の地域間格差が大きい。ロシアの住宅市場の発展も，

このような地域間格差を反映し，極東地域の住宅市場は停滞していると考えられよう。しかし

ながら，極東地域の住宅市場はその予想に反する動きを示している。

　ロシアの住宅市場価格が最も高いのは，首都モスクワ市で，第２位はサンクト・ペテルブル

グ市である３。2008年の世界金融危機の影響を受けロシア全体で住宅価格も低下したが，2009年

に底を打ち2010年からは再び住宅価格が穏やかに上昇している。ロシア各地の地方都市でも上

位都市の価格動向に比例する形で，各地で価格が上昇，下降，再び上昇の波をたどっている。

住宅価格高位都市がロシアの１位２位の大都市であることや，2014年冬季オリンピックを控え

住宅価格が急騰しているロシア南部の都市ソチ（人口36万人）であることは，市場経済の当然

の帰結であると考えられる。しかしながら最近，人口減少と衰退の著しかった極東で，上位都

市に匹敵するほどの住宅価格の高騰が起きている。2011年頃からウラジオストク市とハバロフ

スク市の住宅価格が，オリンピック開催都市ソチをしのぎ，モスクワ市，サンクト・ペテルブ

ルグ市に次ぐ第３位の水準にまで高騰するという現象が生じているのである４。

　2000年代後半からロシア極東地域では，連邦政府主導の極東地域経済発展プログラムにより

開発が進み始めている。このプログラムが極東地域の住宅価格を押し上げ，さらには経済活性

化と人口の定着に効果を発揮し始めているのであろうか。本稿では，この課題に対する一次接

近として，沿海地方，ハバロフスク地方およびハバロフスク市，ウラジオストク市の住宅価格

の動向とその背景について考察する。

衛　極東地域における住宅事情と住宅政策の課題

　極東地域では現在，ロシア連邦政府の極東地域発展プログラムによる開発が盛んである。ロ

シア連邦政府は，中国や日本をはじめとするアジア太平洋地域にも資源輸出を拡大させるため，

東シベリアの資源開発に着手し，資源の輸送ルートである「東シベリア太平洋パイプライン

（ESPO）」の建設を進めている。2012年９月にはロシアで初めて APEC 首脳会議がウラジオス

トクで開催され，会議のための各種施設や道路・橋の建設・整備が急ピッチで行われた。今や
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３ ロシア統計年鑑2012年より，2011年の住宅平均単価は，モスクワ市新築129,524ルーブル／ ㎡ （4,203ドル），
中古163,203ルーブル／㎡（5,297ドル），サンクト・ペテルブルグ市新築78,851ルーブル／㎡（2,559ドル），中
古87,384ルーブル／㎡（2,836ドル）， １ドル＝30.81ルーブル（2011年年末値）にて換算。ロシアの標準住宅面
積（３人家族）は，54㎡ と規定されており，これを基準に計算すると2011年のモスクワ市の中古物件は平均で
約30万ドル相当になる。またロシアでは新築物件価格より中古物件価格が高くなることが多い。詳細について
は道上真有（2010）および（2013a）を参照。
４ コメルサント紙（ハバロフスク版）2012年10月18日では，住宅平均単価が，モスクワ市183,400ルーブル，サ
ンクト・ペテルブルグ市90,100ルーブルに次いで，ハバロフスク市が約70,000ルーブル，沿海地方（ウラジオ
ストク市を含む）71,275ルーブルと報道された。ロシア連邦国家統計局の公式発表では，ウラジオストク市，
ハバロフスク市の平均価格ではなく，同じ沿海地方，ハバロフスク地方に属する他の都市の住宅価格を含めた
地方（州に相当する行政レベル）平均価格しか入手できない。ウラジオストク市，ハバロフスク市の価格は不
動産情報誌によれば，2011年でウラジオストク市74,444ルーブル（2,416ドル）（新築＋中古平均単価， NDVL.ru
社調べ）， 同年ハバロフスク市57,698ルーブル （1,872ドル）（新築＋中古平均単価，ロスリエルト社調べ）である。



ロシア政府の国是ともなっている経済の資源依存体質からの脱却を図るべく，自動車産業や液

化ガス精製プラントの外資誘致に加え，ウラジオストクをハイテク技術拠点にする構想など，

政府は APEC 首脳会議の機会を最大限に活用し，極東地域経済のテコ入れとアジア太平洋地域

との経済連携を図ろうとしている。資源開発やパイプライン建設，APEC 開催誘致などは，極

東地域発展プログラムの一環として位置づけられているものである。このプログラムは，ロシ

ア政府がかねてから策定してきたものの，2000年代の高度成長期になってようやく本格的に稼

働するようになった。

　極東地域発展プログラムは，期間の異なる二つのプログラムから構成されている。一つは，

2009年に承認された『2025年までの極東及びバイカル地域の社会経済発展戦略』と，もう一つ

は1996年に策定され改訂を経て2007年に承認された『2013年までの極東ザバイカル地域の経済

社会発展』である。2012年には極東発展省も新設され，極東連邦管区の本部都市であるハバロ

フスク市と，中国，韓国，日本などアジアとの貿易拠点であるウラジオストク市を中心として，

様々な開発プロジェクトが実施されている。このようなプロジェクトを反映して，ハバロフス

ク市およびウラジオストク市に人口流入が起きている。住宅市場の視点から考えれば，人口流

入が住宅需要と住宅建設の拡大を促し，住宅価格が上昇するというストーリーを想像するのは

難くない。このストーリーが真実か否かを探ることが本稿の目的である。

　『2025年までの極東及びバイカル地域の社会経済発展戦略』で設定されている目的は，極東地

域の人口の定着を促すうえで住宅と密接にかかわっている。同戦略の目的は，「発展した経済と

快適な居住環境の形成，および社会経済発展のロシア平均レベルを達成することにより，住民

を定住させるという地政学的課題の達成５」にあると定義されている。ロシア極東地域にとっ

ての究極の課題である人口の定着を，極東地域開発と住宅政策が貢献できるか否かに，最終的

な政策評価がかかっている。

衛－１　住宅政策

　ロシア政府の本格的な住宅政策は，2006年からロシア全土で実施され，2010年までを期限と

した国家優先プログラム『すべての国民に手ごろな価格で快適な住宅を（проект «Доступное 

и комфортное жильё — гражданам России»）』がある６。現在の住宅政策は，この国家優先プ

ログラムを継承する『2011年－2015年までの政府特定目的プログラム「住宅」』として策定さ

れ，各地方政府の特定目的プログラムとして2015年までを期限として引き続き実施されている。

すべて連邦政府予算，地方政府予算，住宅基金，民間投資を盛り込み，各地方の住宅問題の特

性に応じた形で具体的な施策が実施される。
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５ 堀内賢志「第１章ロシア極東の政治・国際関係・軍事　地域開発」堀内他編著（2013）15－16ページ。堀内
氏はさらに次のように続ける。「同戦略の問題意識として最も前面に出されているのは，極東地域の人口不足・人
口流出という状況に対処すべく，いかに住民の定住を促すような条件を創出するかという点である。」
６ 政策内容の詳細とその成果については，道上（2008,2010）および Michigami（2011）を参照。
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　ロシアにおける住宅政策の目標課題は，国民の居住環境水準の改善（一人当たり居住面積21.7

㎡ の実現）と住宅取得可能性の向上（年収倍率で３倍，住宅ローンを利用して住宅を購入でき

る世帯割合を３割にする）にある。この目標課題を達成するために，官民双方のチャンネルに

よる住宅建設の拡大と，住宅ローン制度の普及が同時にすすめられる。

　居住環境の改善は，住宅そのもののみならずインフラ環境の改善も重要な課題である。ロシ

アの地方では，住宅公共事業（ジェーカーハー・ЖКХ）と呼ばれる主に電気，ガス，上下水

道，給湯，暖房などの設備普及とその更新が遅れてきた。その背景には90年代の料金回収率の

低下と，国民生活維持のために公共料金の引き上げが抑制されてきたことも影響している。政

府は住宅公共サービス・インフラの更新を促進させるために，2012年からようやく本格的に公

共料金引き上げを開始した。公共料金の引き上げは年金生活者をはじめ国民からの不満が大き

く，連日新聞報道をにぎわしているが，今後も毎年10％前後の率で引き上げが断行される。ソ

連時代，住宅は国民の間で最も不満の大きい財であり，快適な住宅配分が慢性的に不足してい

た７。それゆえ市場経済化の恩恵がロシア国民の隅々までいきわたるかどうかを表す象徴とし

て，住宅は重要な指標なのである。

　極東地域における住宅政策目標課題は，上記の目標課題に加えて低所得者・障害者・多産世

帯等への公営住宅補助および次の３点，①退役軍人のための住宅保障，②少子化対策として若

年世帯への住宅取得促進補助，③快適でかつ手ごろな住宅として低層（２階以下）の戸建住宅

とエコノミークラス（標準）品質の集合住宅（高層マンション）の連邦・地方政府予算による

建設，に要約される。これらの課題を達成することで，極東連邦管区は人口の定着と居住環境

品質の改善を目指すのである。
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衛－２　住宅事情

　本節では，極東地域の住宅市場の基礎となる住宅事情について，いくつかの指標をもとに概

観する。
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表１　人口

人口数（単位：千人）

2012201120102009

143,056.0
（100.1）

142,865.0
（100.0）

142,833.0
（100.1）

142,737.0
　ロシア連邦

11,613.0
（100.6）

11,541.0
（101.4）

11,382.0
（100.9）

11,282.0
　モスクワ市

6,266.0
（99.7）

6,285.0
（99.4）

6,320.0
（99.7）

6,339.0
極東連邦管区

1,951.0
（99.9）

1,953.0
（99.4）

1,965.0
（99.7）

1,970.0
沿 海 地 方

1,342.0
（99.9）

1,343.0
（99.6）

1,349.0
（99.9）

1,351.0
ハバロフスク地方

622.7
（101.1）

616.0
（101.9）

604.8
（99.9）

605.2
ウラジオストク

585.6
（101.3）

577.8
（99.5）

580.7
（100.3）

579.2
ハバロフスク

（出所）ロシア連邦国家統計局より作成，下段括弧内は対前年比

表２　住宅ストック（総住宅面積・単位：100万㎡）

2011年2005年2000年1995年
3,2883,2312,7872,645ロ シ ア 全 体
138137129128極 東 全 体
41413836沿 海 地 方
30292827ハバロフスク地方

（出所）ロシア連邦国家統計局より作成

表３　一人当たり住宅面積（㎡）

20112010200820001990
23.022.621.819.216.4ロシア連邦平均
18.718.718.818.317.8モ ス ク ワ 市
22.121.821.219.014.3極東全体平均
21.120.820.217.914.3沿 海 地 方
22.121.821.218.614.8ハバロフスク地方
20.820.320.1−−ウラジオストク
22.021.820.8−−ハバロフスク

（出所）ロシア連邦国家統計局より作成

表４　全住宅ストックに占める老朽・損壊住宅割合 （％）

2011年2005年

損壊
住宅

老朽
住宅合計

損壊
住宅

老朽
住宅合計

0.62.43.00.42.83.2ロシア連邦平均
0.10.20.30.10.20.4モスクワ市
1.64.46.00.84.95.7極 東 全 体
0.61.72.30.62.02.6沿 海 地 方
0.22.22.40.12.12.2ハバロフスク地方

（出所）ロシア連邦国家統計局より作成

表５　公営住宅支給割合

2005年

受領世帯
割合（％）
（B／A）

住居を受領
した世帯数
（年間，単位：
千世帯）（B）

総世帯に
占める割
合（％）

居住改善が必
要な世帯数
（年 末， 単位：
千世帯）（A）

4.5151.26.53,383.9ロシア全体
7.614.85.1195.4モ ス ク ワ
8.712.66.1145.6極 東 全 体
5.22.25.642.6沿 海 地 方
7.21.54.020.7ハバロフスク地方

2011年
6.5180.85.12,799.2ロシア全体
5.15.72.5111.3モ ス ク ワ
8.910.95.0122.9極 東 全 体
6.42.14.232.6沿 海 地 方
6.81.02.814.7ハバロフスク地方

（出所）ロシア連邦国家統計局より作成

表６　建築年代別住宅ストック分布（％）

ハバロフスク地方沿海地方極東全体ロシア全体

建築年（2006年）
0.52.10.92.9～1920年
2.85.23.55.21921-1945年
33.937.331.732.71946-1970年
57.150.657.245.61971-1995年
6.46.07.213.61995年～

建築年（2009年）
0.42.00.92.6～1920年
2.65.03.54.81921-1945年
32.435.030.230.91946-1970年
55.349.055.643.71971-1995年
9.08.910.117.91995年～

（出所） 筆者計算，『ロシア極東ハンドブック』p.57より抜粋

表７　住宅公共設備普及率（％）

電熱コンロ給湯都市ガス風呂暖房下水上水

2005年（％）
17.462.970.165.479.871.575.6ロシア全体
50.295.249.599.4100.099.899.9モスクワ
35.559.729.667.681.171.973.3極東全体
50.157.413.168.179.072.774.0沿海地方
15.676.867.277.485.179.679.6ハバロフスク地方

2011年（％）
19.265.368.666.983.474.178.1ロシア全体
55.395.743.999.599.999.899.9モスクワ
37.662.128.969.282.673.674.7極東全体
52.458.211.169.781.974.975.6沿海地方
18.678.164.878.386.580.880.9ハバロフスク地方

（出所）ロシア連邦国家統計局より作成
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　ロシアは国全体で人口が減少し続ける中で，首都モスクワやサンクト・ペテルブルグなどヨー

ロッパに近い大都市へ雇用を求めてロシア各地から多くの人口が移動した。2000年代の資源価

格高騰を背景とした経済成長から，2010年以降ようやく国全体での人口減少に歯止めがかかっ

てきた。しかし極東地域の人口は依然として増加していない（表１参照）。ウラジオストク市

では2011年から，ハバロフスク市は2010年と2012年に若干人口が増加している。しかし住宅ス

トックの大幅な拡大を示すほどの人口増大ではなく，極東地域発展プログラムや APEC2012 

の開発工事によって生じた短期の労働移民の増加が主流であった。短期労働者の流入は，主に

中国や北朝鮮からの外国人労働者が多く，彼らは定住用の住居を要しない８。このことから，

表２の2000年から2011年にかけての極東地域の住宅ストックの伸びは横ばいである。

　政府は一人当たり21.7㎡ の住宅面積を確保させることを，数値目標に掲げてきた。ソ連時代

の1990年の数値が物語るように，国土の大きさに反してロシアの居住面積は日本の水準に匹敵

するほど小さい（表３参照）。ロシア全国平均で，数値目標の一人当たり21.7㎡ を達成したのは

2008年である。極東地域では2010年にハバロフスク地方でようやく目標値を達成したものの，

ウラジオストク市を含む沿海地方ではまだ未達成である。

　表４～表７は，極東地域の住宅ストックの状態を映し出す指標である。老朽住宅とは，当面

の間は住み続けることができるものの，近いうちに大規模な修理か建て替えが必要な住宅を意

味し，損壊住宅とは現状でさえ居住し続けることが困難である住宅を意味する。いずれも地方

政府の担当部局が，実際に住宅を訪問し認定基準に合致していなければ対象とならない。認定

された住宅に居住する住民は，表５の公営住宅への住み替え対象住民になる。公営住宅は地方

政府や自治体が所有する住宅で，日本の公団住宅のような専用の住宅棟や団地ではなく，集合

住宅の中で一般の民間住宅との混在である場合が多い。公営住宅は，退役軍人，低所得世帯や

多産世帯，原発事故犠牲者や戦争に従軍した経験のある家人を持つ世帯，北方地域からの移民

世帯など，政府の住宅補助基準のカテゴリーに該当する住民に配分される９。政府は住宅政策

の中で，このカテゴリーの住民に対する住宅配分を増加し，補助対象住民数の減少を目指して

いるが，実際に配分を受けた世帯割合は（表５の（B／A））とても低く，順番待ちの状態が続

いている。公営住宅配分が不足しているのは，地方政府独自の予算が少ないためである。公営

住宅のほかに，政府は一般住民用に手ごろな住宅の建設にも努めている。この点については後

の章で述べる。

　表６の建築年代別の住宅ストック分布からは，極東地域の住宅は全国平均よりも比較的新し

い戦後1946年以降に建設された住宅が多いことがわかる。しかしながら表４の老朽・損壊住宅

の存在比率は，極東全体では全国平均を上回っており，沿海地方とハバロフスク地方では損壊

146 第95号　2013－英
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９ ロシア住宅法典（Жилищное Кодекс）および『2011年－2015年までの地方政府特定目的プログラム「住宅」』
参照。



住宅の比率が全国平均より若干高い。ロシアの住宅品質は，建設年代が新しいほど良いとは限

らないところに特徴がある。特に60年代からソ連末期にかけて建設された住宅は，計画配分の

失敗から建築資材不足による建築工事の中断が頻繁に生じ，慢性的な建築資材の不足を解消す

るために，低品質の建築資材の大量生産で賄われた時期と重なることから，ロシア帝政時代に

建設された住宅よりも耐用年数が短いものも多いといわれる10。

　またソ連政府は極東地域へ人口を住まわせるために，極東地域の賃金を首都よりも高く設定

するなど，様々な補助を与えて人口移動を誘った。その人口を支える住居として，比較的安価

に短期間で建設可能ないわゆる「フルシチョフカ11」と呼ばれる規格の住宅が，一定程度建設さ

れたことも極東地域の既存住宅ストックの劣化を反映している。

　表７は，都市生活を支える社会インフラの一つとして住宅公共設備の普及率を示している。

モスクワなどの大都市と比べて地方都市のインフラ普及率は低い。極東地域ではとくに沿海地

方，ウラジオストク市に都市ガス網がないのが特徴である。近くに資源産出地がなかったこと

からガス化が遅れ，ウラジオストク市ではガスの代わりに火力発電による電力供給で台所のコ

ンロや暖房，給湯が賄われている。都市ガスの低普及率を補完するのが電熱コンロの普及率の

高さである。かねてからそのエネルギー効率の非効率性が指摘されていた。2012年 APEC 開催

前に，サハリンのガスをハバロフスクを経由してウラジオストクまで輸送する SKV パイプライ

ン（Sakhalin-Khabarovsk-Vladivostok Pipeline）が完成したことで，今後ウラジオストク市内の

ガス化に期待が寄せられている。完成したパイプラインは，沿海地方のガス化を実現する基盤

となるだけでなく，ウラジオストクを拠点としたロシアからアジア太平洋諸国へのガス輸出の

拡大にも照準が定められている。

　そのほか表７の数字からは判然としないが，ウラジオストク市およびハバロフスク市は上水

設備が脆弱であることも極東地域の住宅事情の特徴である。地理的な特性から近くに良質の河

川がないウラジオストク市と，水量は豊富であるが、水質が悪いアムール川沿いの街ハバロフ

スク市の両都市とも，良質の飲料水や浄水の安定的な給水が地方政府の課題となっている。こ

のように極東地域の住宅事情は，改善が必要な課題が山積みの状態である。

詠　極東地域の住宅価格

　本稿では沿海地方，ハバロフスク地方およびハバロフスク市，ウラジオストク市を中心とす

る極東地域の住宅市場価格動向とその背景について，先行研究，各種報道資料，政府発表住宅

政策，ならびに独自の現地調査をもとに考察する。ロシアの住宅価格動向の分析には，経年の

月次価格データを蓄積し，データベースを作成する必要がある。しかし経年の月次データが完
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10 Brumfield and Ruble（1993）参照。
11 道上真有（2013a）参照。
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全に捕捉できかつ比較が可能となる正確な価格データの入手がロシアでは難しい。公式統計は，

四半期ごとの連邦構成主体レベルの平均価格しか発表していない。このデータ入手の制約のた

め，個々の発展戦略プロジェクトと住宅市場価格，居住環境の形成との関係および，その関係

がさらに極東の人口動態に影響を与えたかどうかについての定量的な分析は別稿に譲る。

　また，ロシアの住宅部門を分析する経済学者がロシア全土でも数が少なく，研究蓄積が乏し

い。住宅政策立案にかかわるモスクワの都市経済研究所以外には，不動産会社と投資会社によ

る市場動向分析が研究をリードする状態である。データの入手困難と先行研究の少なさという

制約の下，住宅という立地条件や環境特性の影響が大きい財の研究には，現地調査が有益な研

究手法の一つとなる。本章と次章では，ロシア政府発表情報と各種新聞報道や不動産会社の市

場動向分析とを突き合わせつつ，住宅市場の参加者である供給側と需要側双方へのインタ

ビュー調査と現地視察調査の結果を加味して考察する12。

　極東地域の住宅価格の考察に入る前に，ロシア住宅市場の一般的な特徴を踏まえよう。ロシ

アの個人向け住宅取引は主に，戸建住宅（２階以下）と分譲アパート・マンション（３階建以

上の集合住宅の一戸）の売買取引と，それらの賃貸取引（一戸の中の部屋貸も含む）とに分け

られる。図１－１と図１－２は戸建住宅と分譲マンションとを総合した新築住宅と中古住宅の

１㎡ あたりの平均販売価格である。ロシアの都市住宅取引は，分譲アパート・マンションが大

半を占める。戸建住宅は郊外の一部と農村部に集中している。本稿では都市のマンション取引

（新築と中古）と一部の新築低層戸建住宅を対象とする。

　ロシアでは，新築住宅は顧客にたいしていわゆる「スケルトン渡し」が主流で，内装設備が

完備されていないことが多い。この内装のための追加費用を嫌って，中古住宅価格が新築価格

を上回る傾向にある13。ロシアの住宅価格は，新築・中古を問わず2005年～2006年の間に急激に
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12 ①2012年12月９日～14日新潟市委託事業・環日本海経済研究所（2013参照）との調査，②2012年12月16日～
18日と2013年３月14日～16日の筆者独自調査。

図１－２　極東地域の住宅価格（中古）

（出所）ロシア連邦国家統計局より作成

図１－１　極東地域の住宅価格（新築）

（出所）ロシア連邦国家統計局より作成



上昇し，その後も2008年金融危機までをピークとして上昇し続けた。この背景には，先述した

2006年からの政府の住宅政策が本格的に実施されたことと関係する次の要因がある14。①政府予

算によって住宅投資，住宅建設が拡大したこと，②住宅ローン証券の政府保証が誕生したこと

で住宅ローン制度の利用が拡大したこと，③住宅建設の拡大に対して建設資材供給が追いつか

ず，建設資材価格が高騰したことで住宅価格が上昇したこと，④住宅価格の高騰をうけて投機

目的による住宅売買が増加したこと，などである。

　その後ロシアの住宅価格（全国平均）は，2008年の世界金融危機による景気減速の影響をう

け2009年にかけて下落した（2009年 GDP 成長率マイナス7.8％）。外国資本からの借り入れに

頼った建設会社を中心に，建設工事の中断が軒並み発生したことによる。危機を受けて外資が

ロシアから資金を急速に引き揚げたことで，建設会社の資金繰りが悪化したからである。しか

しながら金融危機による住宅価格の下落は2009年で底を打ち，2010年から（GDP 成長率4.5％）

再び上昇に転じる。これは連邦政府が金融危機対策として，企業に対する救済支援を実施した

ことが功を奏したとされる。

　2011年は，ロシア連邦平均の住宅価格が新築，中古住宅の双方で下落し，2012年以降緩やか

な上昇ないしは横ばいが続いている。これは2008年の金融危機を受けてかつてのような住宅投

機需要が縮小したことや，EU 経済悪化の長期化と，アメリカのシェールガス革命により世界

の天然ガス価格が下落し，ロシア産のエネルギー需要が欧州側で縮小していること等を背景と

するロシアの GDP 成長率の鈍化が影響し，住宅価格が調整段階に移ったと考えられる15。

　それでは図１－１，１－２の極東地域の住宅価格に目を転じよう。沿海地方とハバロフスク

地方の住宅価格は，2009年までは連邦平均価格と同じ歩調を歩むが，2010年以降は特に中古住

宅価格で連邦平均を上回る著しい上昇が始まる。新築価格では，沿海地方とハバロフスク地方

とは異なる動きを見せた。ハバロフスク地方の新築価格が2011年から2012年にかけて上昇の度

合いを強めているのに対して，沿海地方の新築価格は2011年に下落し，2012年は再び緩やかな

上昇にとどまっているのが特徴的である。

　沿海地方とハバロフスク地方の住宅価格が異なる動きを見せたのはなぜなのか。両地方の住

宅価格を牽引するウラジオストク市とハバロフスク市の住宅価格について詳細な分析が必要と

なる。しかしながらハバロフスク市の住宅価格分析の研究蓄積がなく，価格データの入手にも

制約がある。このため以下の節では，現地調査（不動産および建設会社，専門家等に対するイ

ンタビュー調査と新規住宅団地視察調査）と新聞記事や不動産情報誌による分析を踏まえた近

似的な接近と，ウラジオストク市の価格分析についての先行研究を手掛かりに両都市の住宅市

場の実態に迫る。
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13 その他の詳細については道上（2013a）を参照。
14 道上（2008，2010）参照。
15 ロシアの GDP 成長率は2011年4.3％，2012年3.4％，2013年第１四半期は1.6％にまで落ち込んでいる。
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詠－１　ウラジオストク市の住宅価格

　表８は，2005年から2011年のウラジオストク市内の地区および住宅団地における住宅平均価

格（中古）の対前年比と，2012年１月時点の１㎡ あたり住宅平均価格を示している。2012年の 

APEC 首脳会議を，ロシアのウラジオストクで開催することに決定したのが2007年である。

APEC 開催に際して計画された道路・橋の建設地域近くのプリゴロド（Пригород）地区，都心

部（ツェントル Центр）やピエルバヤ・レーチカ（1-я Речка）地区の住宅価格が2008年に大

きく上昇した。

　他方で，2006年から住宅政策として退役軍人を含む軍関係者の居住環境を改善し，退役後も

極東地域に定住させることや，少子化対策として35歳未満の若年世帯に対する良質の住宅取得

を補助し，若年世帯の定住を促すことを目的とした住宅団地開発が，市内３か所，スネゴバ

ヤ・パジ（Снеговая Падь16）地区，トゥルドバヤ（Трудовая）地区とパトロクル（Патрокл）地

区に設けられた。これらの地区の新しいインフラ整備が進むことを踏まえて表８では，これら

３地区に近いズメインカ（Змеинка）地区，チーハヤ（Тихая）地区の住宅価格も急上昇した。

150 第95号　2013－英

表８　ウラジオストク市内の住宅価格（中古）

2012年1月
（ルーブル/㎡）

2011年2010年2009年2008年2007年2006年2005年地区名

61,47611412180137101102106プリゴロド

82,17811711678120103104106フタラヤ・レーチカ

84,59611912570123102108113バム

87,12511210887135104102102ピエルバヤ・レーチカ

89,34512111578134105109108ツェントル（都心）

78,94011711677121103107105トレーチヤ・ラボーチャヤージグル

77,10711912073104105104107ルゴバヤースポルティブナヤ

72,01512210694112108107104第64地区

61,88810912283−103102103第71地区

65,91410511880125102104103チュルキン

65,92313810085143100111118ズメインカ

61,38611310198116100107100トゥルドバヤーオカトバヤ

68,79112012175146100111103チーハヤ

82,19911511779113102103104エゲルシェリド

（出所）2005年～2008年は Vladhome 社（2010年３月時点，現在は閉鎖）の中古価格より作成，2009年～2012年
は Моисеенко и Носкова（2012a）p.29より作成。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
16 表８には掲載なし。



　その後2008年の世界金融危機の影響で，2009年のウラジオストク市内の住宅価格は軒並み急

落し，一時2012年 APEC 開催準備そのものも危ぶまれたが，開発投資は継続し，2012年のウラ

ジオストク市内の住宅価格も再び上昇に転じることになった。

　ロシアでは住宅品質に応じて主に３つの価格帯の住宅クラスが存在する。手ごろな価格で標

準品質の住宅を意味するエコノミークラスと，高級住宅を意味するエリートクラス，そしてエ

コノミーとエリートの中間に位置するビジネスクラスの３クラスがある。2011年のウラジオス

トク市の中古住宅価格水準（ルーブル／㎡）では，①エコノミークラス：69,000ルーブル未満，

②ビジネスクラス：69,000～79,000ルーブル未満，③エリートクラス：79,000ルーブル以上と

分類されている17。

　ロシア各地の地方が住宅政策として連邦・地方予算を投じて建設する住宅は，①のエコノミー

クラス住宅を指す。この住宅政策によって建設される住宅の建設は，極東地域ではソ連時代か

ら存在する国営の建設会社ダリスペツストロイ社（Дальспецсторой）を筆頭に他２，３社の大
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図２　ウラジオストク市内地図

（出所）筆者作成
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手建設会社がほぼ独占的に請け負っている。ウラジオストク市およびハバロフスク市において

民間建設会社が建設を担う住宅は，②のビジネスクラス以上，主に③の高級住宅であるエリー

トクラスの住宅であるといわれている18。②③の価格帯に分類される住宅取引は，①のエコノ

ミークラスと比べて収益性が高いものの，空室が多いという問題も抱えている。このことにつ

いては後に詳述する。極東地域の住宅市場では，国営建設会社と民間建設会社との間で，住宅

品質を基準とした市場の棲み分けが存在していることをここで指摘しておきたい19。

　ウラジオストク市の住宅市場のもう一つの特徴は，図１－２の沿海地方の価格推移に代表さ

れるように2011年以降，新築価格よりも中古住宅価格の上昇が著しいことにある。ウラジオス

トク市の都心部はすでに開発が飽和状態にあり，新たな宅地開発のためには都心部から離れた

郊外に用地を求めることになる。先述した３つの開発地区もすべて郊外に位置している。それ

ゆえ実際に居住するとなると，郊外から職場のある都心部への通勤移動を伴うが，ウラジオス

トク市では交通渋滞がすでに深刻な問題となっている。開発によって新たな設備が整った地域

とはいえ，周辺にはまだ商業施設が乏しく，日常生活の買い物にも都心へ移動しなくてはなら

ず，そこでも交通渋滞に直面する。さらにパロトクル地区に至っては，冬は寒風が吹きつける

岬の高台に立地しており，快適な自然環境とは言えない。その結果，良質であっても住宅価格

が高いうえに交通渋滞が避けられないためパトロクル地区の住宅に入居する世帯が少なく，実

際のところ空き室の方が目立っていた。交通渋滞が深刻であればあるほど，快適な環境を求め

て，郊外の新築住宅よりもむしろ古くても交通至便な都心部の中古住宅に人気が集まり，それ

ゆえ中古住宅価格が著しく上昇するのである。交通渋滞の問題は，ハバロフスク市においても

同様の様相を見せている。

詠－２　ハバロフスク市の住宅市場

　ハバロフスク市およびハバロフスク地方の住宅市場規模は，ウラジオストク市を中心とする

沿海地方と比べて小さい。ハバロフスク地方の人口（134万人・2012年）が，沿海地方人口（195

万人・同年）より少なく，住宅の売買契約成立後にロシア登記局に登録された取引件数（表９）

でも，ハバロフスク市の住宅市場規模の小ささが明らかである。
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18 ハバロフスクでの現地調査と新聞報道による。
19 各種新聞報道，ダリスペツストロイ社サイト（http://dfo.spetsstoroy.ru/）および現地調査での聞き取りによる。
先述したウラジオストク市内の軍関係者用住宅団地スネゴバヤ・パジおよび低層住宅や良質なマンション住宅
とオフィスビルを含めた新規住宅団地パトロクルの開発もダリスペツストロイ社が手掛けている。



　一方で，沿海地方のウラジオストク市およびその周辺都市は，中国や韓国，北朝鮮，日本と

の貿易の拠点になっていることから，外国人労働者の賃貸住宅需要も大きい。売買契約以外の

住宅取引数も含めれば，沿海地方の住宅市場規模は人口規模以上に大きくなる蓋然性が高い。

ロシア極東ビジネスの拠点はウラジオストクにあり，APEC 終了後も引き続き沿海地方の中古

住宅を中心とした住宅価格が上昇し続けると予想されている。他方で，ハバロフスク市は官公

庁街としての性格が色濃い。極東連邦管区の本部として極東地域を管轄する諸官庁の支部がハ

バロフスク市に多く所在している一方で，商業都市としての魅力は沿海地方よりは乏しい20。

　ハバロフスク市の住宅平均価格は，2011年11月で新築57,698（ルーブル／ ㎡），中古57,315

（ルーブル／㎡），2012年９月で新築62,580（ルーブル／㎡），中古62,959（ルーブル／㎡），2013

年２月で新築74,237（ルーブル／ ㎡），中古73,769（ルーブル／ ㎡）と上昇しつづけている21。

2012年のハバロフスク市の価格水準は，モスクワ，サンクト・ペテルブルグに次いで第３位に

躍り出るまでになった22。
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表９　住宅売買登録件数

2012年−英2011年−英2010年−英2009年−英2008年−英2007年−英2006年−英

1,950,402
（115）

1,699,765
（135）

1,254,891
（141）

887,058
（75）

1,188,229
（105）

1,131,254
（120）

940,048
ロシア連邦平均

90,831
（130）

69,661
（112）

62,269
（146）

42,626
（75）

56,934
（156）

36,461
（116）

31,514
モスクワ州

63,045
（102）

61,869
（108）

57,027
（201）

28,306
（70）

40,161
（98）

41,158
（90）

45,720
モスクワ

81,190
（104）

78,191
（129）

60,629
（151）

40,136
（66）

60,554
（113）

53,635
（121）

44,390
極東全体

22,945
（103）

22,238
（129）

17,176
（153）

11,219
（61）

18,444
（107）

17,185
（122）

14,029
沿海地方

19,028
（105）

18,100
（108）

16,798
（161）

10,446
（76）

13,765
（102）

13,549
（104）

13,021
ハバロフスク地方

（出所）ロシア住宅金融公庫ウェブサイトより筆者作成，下段括弧内は前年同期比。各年上半期データ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
20 Readmarket.ru 2013年５月23日付記事。新設された極東発展省やダリスペツストロイ社の本社があるのもハバ
ロフスク市である。
21 ロスリエルト社調べ（http://www.rosrealt.ru/）。ハバロフスク市内の詳細な価格データが入手困難なため，同
サイトによるデータで代替する。
22 コメルサント紙（ハバロフスク版）（Коммерсанть（Хабаровск） , №196, 2012年10月18日付記事。
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　ハバロフスク市の住宅価格が2011年から著しく上昇している理由には，同市に中央から派遣

された官僚の増加が関係している23。極東地域発展プログラムが2025年まで延長され，2012年に

極東発展省が新たに開設されたことも手伝い，ハバロフスク市への中央政府から派遣された官

僚の流入が増えている。派遣官僚向けの住居として，市内中心部に建設されるエリートクラス

の住宅需要が増加した。上位クラスの住宅価格の需給動向が，同市の住宅市場全体の価格を押

し上げている。

　ハバロフスク市はソ連の都市計画によって，南に工業地区があり，北に居住地区が集中して

いる（図３参照）。北と南の間に市の中心部が位置しており，市民の多くは住居がある北から

都市機能が集中する中心部を通過して，南に位置する職場へと一斉に移動することになる。ハ

バロフスク市では，経済成長によって所得が上昇し自動車保有台数が増加したことで，北から

南に向かう出勤時の交通渋滞と，南から北に向かう帰宅時の交通渋滞が年々深刻になっている。

　市民の多くは新しいエコノミークラスの住居を欲しているが，同じ郊外の北の居住区ではな
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23 現地調査での聞き取りによる。

図３　ハバロフスク市内地図

（出所）筆者作成



く，渋滞が緩和される市の中心部に立地する住居を切望している。しかしながらハバロフスク

市の中心部で需要に見合うほどのエコノミークラスの住宅が建設されておらず，ハバロフスク

地方政府政策によるエコノミークラス住宅建設が不足している。現時点では市の中心部は，収

益性の高いエリートクラス住宅の建設が多いことが，全体の住宅価格を押し上げる要因となっ

ている。

詠－３　極東地域開発と住宅市場の問題：住宅ローン利用実態

　ここまで極東地域開発と住宅政策，極東住宅事情と市場価格について概観してきた。本節で

は，現地調査結果を踏まえて極東地域開発と住宅市場との間に生じている問題点について論じ

る。その問題点とは，住民の住宅取得可能性を上昇させるための住宅ローン制度にある。

　上述した表９の住宅売買登録件数の変化は，国民の住宅取得可能性（表10参照）と表裏一体

の関係にある。住宅価格の高騰が激しい時期に所得の上昇が追い付かなければ，住宅の入手が

難しくなり，住宅価格の年収倍率も大きくなる。金融危機等によって価格低下が起こると年収

倍率も小さくなり，住宅売買登録件数も増加する。この取得可能性は，所得の上昇と価格の低

下に加え，住宅ローンの借りやすさによっても左右される。

　政府は全国平均で住宅価格の年収倍率を３にし，住宅ローンを借りて住宅を購入できる世帯

割合を総世帯数の３割にまで拡大させることを数値目標としてきた。しかしその足かせとなっ

たのは，住宅価格の高騰と住宅ローンの高金利にあった。住宅購入の際の住宅ローン利用率は

2006年以降，ハバロフスク地方では５倍にも拡大しているものの，まだ26％に過ぎない（表12

参照）。ロシア連邦全体でみれば住宅ローン融資残高の対 GDP 比は，今年に入ってようやく

３％を超えた程度で，日本の30％には遠く及ばないほどの低い利用率にとどまっている（表13

参照）。
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表10　住宅取得可能性：住宅価格の年収倍率

2013−英2012−英2011−英2010−英2009−英2008−英2007−英2006−英2005−英

3.403.284.024.445.285.335.094.314.93ロシア連邦平均

5.104.715.095.045.965.254.563.283.75モスクワ市

4.434.144.343.565.385.235.215.005.49沿海地方

3.643.113.245.044.453.833.874.175.18ハバロフスク地方

（出所）ロシア住宅金融公庫ウェブサイトより，各年上半期データ。
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　2008年の金融危機からの回復を目指したメドヴェージェフ政権は，住宅ローン金利の引き下

げを金融機関に促し，建設産業の回復を図ろうとした。その結果，2011年の住宅ローン金利の

水準は2000年代で初めての低い水準となり，この金利引き下げが，住宅ローン利用を増加させ

（表11，表12参照），住宅取得可能性上昇と住宅売買登録件数の増加をもたらした。こうした支

払い能力をもった住宅需要の拡大が，金融危機後の住宅価格を再び徐々に上昇させることに

なったのである。

　その一方で，金融危機による雇用や所得の不安定さから，ローンの返済負担に苦しむ世帯も

増加している。政府補助によって住宅ローンを組むことができた若年世帯が，ローンの返済負

担増のために購入した新築住宅から親世帯の住居へ戻り，購入した住宅を賃貸運用に回すこと

で何とか返済を賄おうとする事態も生じている。新規住宅団地で生じている空室には，最近で
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表11　住宅ローン金利（年間平均％）

2012201120102009200820072006

12.311.913.114.312.912.613.7ロシア連邦平均

12.211.713.014.513.412.514.0モスクワ市

12.212.313.215.012.513.013.6沿海地方

12.212.513.214.212.412.413.5ハバロフスク地方

（出所）ロシア住宅金融公庫ウェブサイト

表12　住宅購入取引高に占める住宅ローン利用割合（％）

201120102009200820072006

17.614.611.916.915.69.5ロシア連邦平均

18.317.512.121.220.412.7モスクワ市

16.112.07.414.912.55.1沿海地方

26.218.916.319.917.75.6ハバロフスク地方

（出所）ロシア住宅金融公庫ウェブサイト

表13　住宅ローン融資残高の対GDP比（％）

対GDP比（％）住宅ローン融資残高
（100万ルーブル）

GDP（10億ルーブル）

3.191,997,20462,5992013年１月

2.711,478,98255,5002012年１月

2.501,129,37346,3092011年１月

2.601,010,88938,8072010年１月

2.601,070,32941,2772009年１月

1.80 611,21233,2482008年１月

0.87233,89726,9042007年１月

0.24 52,78921,6252006年１月

0.10 17,77217,0482005年１月

（出所）ルスイポテカ社ウェブサイト



はこのようなケースも含まれるようになっている。この背景には，ロシアの家計所得に占める

住宅ローン返済割合の高さに要因の一つがある。

　アメリカの都市経済研究所の指導の下，ロシアに住宅ローン制度が導入された際に，家計所

得に占める返済割合を30％に設定することが推奨されたため，ロシアの住宅ローンは家計所得

に占める返済割合30％として融資資格があるかどうかが審査されるようになった。住宅ローン

融資が受けられるかどうか，銀行の厳しい審査をクリアして住宅ローン融資が受けられたとし

ても不安定な雇用と所得のもとでは，やがてその返済負担が重くのしかかる。金融危機の余波

や資源価格に左右されやすいロシア経済は，住民の所得と雇用も安定的ではない24。

　ロシア政府は少子化を食い止めるための施策の一つとして，若年世帯に快適な居住環境を付

与することを目的とした住宅購入費用の頭金を補助している。35歳未満の若年世帯に対して，

①まだ子供がいない世帯に対しては，住宅購入費用の30％を政府が補助し，②子供が一人以上

いる世帯に対しては住宅購入費用の35％を政府が補助するという制度が導入された25。残りの費

用は，若年世帯が住宅ローンを利用するか，預貯金等を集めるかして賄うことになる。この資

金調達を容易にするために，頭金補助と同時に，若年世帯用に優遇金利で借りられる住宅ロー

ンも各種金融機関を通じて制度化されたため，預貯金の少ない若年世帯でも住宅購入に手が届

くようになった。

　しかし現在のロシアで，最大30年間のローンの返済期間を通して安定した所得を約束できる

雇用は，市場経済化以降のロシアではまだ存在していない。金融危機や世界的な景気低迷の長

期化によって，ロシアにおいても倒産や失業，賃金未払い等が生じ，所得と雇用が安定しない。

不安定な所得と雇用が続く中で，住宅ローン返済計画に狂いが生じ，その返済負担に耐えられ

ず，購入した新築住居を賃貸住宅として転用し，自らは親と同居生活に戻る若年世帯が増えて

いる。政府の住宅政策によって，元の劣悪な居住環境に戻るという皮肉な現象が起きているの

である。
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24 １人当たり所得（名目・2011年）は，ロシア平均788.34ドル，モスクワ市1,804.50ドル，沿海地方734.63ド
ル，ハバロフスク地方1,010.43ドル（筆者計算）である。
25 地方政府の担当部署に申請して補助が認められる回数は，各世帯１度だけと決められている。補助認定にあ
たっては，購入する住宅の規格も政府基準で定められており，政府基準面積に該当する広さの住居でなければ
ならない。この制度によって，若年世帯の居住環境の改善を促し，子供を育てやすい環境に誘うことを目的と
している。

表14　家計所得に占める住宅ローン返済割合（％）

2012201120102009200820072006

35.4034.9633.5034.6034.4033.3032.54ロシア連邦平均

36.4037.6837.0034.8037.8038.7036.63モスクワ市

36.5036.4135.9036.2034.3032.3031.19沿海地方

35.4036.2035.2035.7036.1034.6029.99ハバロフスク地方

（出所）ロシア住宅金融公庫ウェブサイト
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　実際の返済負担率は，表14にあるように，設定の30％を超えた35％前後の高さにある。平成

23年の日本の住宅ローン返済支出割合は，実収入で17％，可処分所得に対する割合でも20.8％

でしかない26事と比較しても，ロシアの負担率は高い。この負担率の高さもローン利用が大きく

拡大しなかった理由である。ロシアでは民間不動産会社による賃貸住宅建設が進んでいない。

その背景には，このような個人が供給する賃貸住宅が，ロシアの賃貸住宅供給量の厚みをもた

らしているからだとされる。政府の住宅政策が新規住宅建設の拡大とその売買取引に重心があ

る以上，今後は住宅ローン金利の引き下げに加え，返済負担割合の引き下げも必要となり，そ

のための環境整備が重要となる。

　ローン負担の重さからむしろ元の居住環境に戻ってしまう現象は，極東地域の住宅価格が高

いことから起きている。住宅取得難と住宅価格の高さから若年世帯が他の地域へ流出する事態

さえ生じている。この意味で，極東地域発展プログラムによる地域開発と住宅政策は，人口定

着を促す居住環境の改善の実現を達成させているとは言えない。一度住宅を入手した若年世帯

の逆戻りが，公営住宅配分の順番待ち世帯の居住環境にも波及する。新築分譲住宅から賃貸に

転用された住宅ではなく，中古の手ごろな賃貸住宅に需要が集まるため，中古住宅の供給量が

過少になる。公営住宅配分を待ち続けている世帯や，域外の企業城下町から雇用を求めて流入

する世帯も加わり，さらに短期労働者として周辺諸国から一時的に流入する外国人労働者との

間で，手ごろな中古物件の購入や賃貸を巡って競争が生じ，賃貸住宅家賃の上昇も生じている。

ウラジオストク市政府では，民間賃貸住宅家賃の抑制も検討し始めている27。

鋭　おわりに

　ウラジオストク市，ハバロフスク市の両都市においても，人口が大幅に増加しない中では都

市の住宅ストック量そのものは飽和状態にあるといえる。新築住宅よりも都心部の中古住宅に

需要が集まり，中古住宅の価格上昇をもたらしている現状では，新規住宅建設の拡大による都

市の領域そのものの拡大は，現実に即した適切な政策選択とは言えない。軍関係者の住宅団地

でも，退役後に受領した住宅を賃貸経営として転用し，自身はモスクワ等の域外へ転出するケー

スが散見されている。むしろ既存の都市領域内で中古住宅ストックやそのインフラ更新に予算

を投じ，中古住宅流通に重心をおいた住宅政策による都市の再開発が，実態に適合的であると

考えられる。人口の維持定着を目指すのであれば，若年世帯が住宅ローンを利用せずとも都心

部に居住できる組織的な賃貸住宅建設の拡大が，実需に即した政策であるといえよう。

　極東地域は，APEC やパイプライン建設など連邦政府主導の国家プロジェクトによる公共投

資に今もなお依存している。このような状態では，今後の連邦政府財政の状況変化によって地

158 第95号　2013－英

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
26 『住宅経済データ集　2012年（平成24年）度版』より。
27 『2011年－2015年までの地方政府特定目的プログラム「沿海地方住宅建設促進」』



域開発もエコノミークラスの住宅建設も左右されてしまう。地方に対して投下される連邦予算

額が縮小しても人口が流出しない構造を，極東地域の地方自治体が自立的に作り出さなければ

ならない。ウラジオストク市とハバロフスク市において，隣国の中国からの大量の短期労働移

民を受け入れてきた経験から考えれば，現在の人口規模60万人が今後大幅に増加する公算は低

い。それならば，人口規模60万人に見合った規模の都市基盤の維持・拡充に焦点を当てた政策

を実施するべきである。

　また，極東地域の人口定着のためには，居住環境の改善だけでは難しい。人口の定着は，極

東地域の優秀な労働者の流出を防ぐことにもつながる。そのためには，企業福利厚生の一つと

して支給される交通費補助や医療保険料負担なども，人材育成と人口の定着に効果をもたらす

可能性がある。社宅の提供に加えて，医療保険，交通費補助，食費補助などの福利厚生に労務

管理上の意義を認める企業が，現在ロシア企業の中でも新たに出現している28。住宅政策も，新

規住宅建設や住宅購入のみに重心を置くのではなく，民間主体の賃貸住宅ストックの更新とそ

の拡大を促す施策を検討する必要がある。住宅の私有化を進めてきた以上，ロシア政府がかつ

てのソ連のように再び公団住宅を新たに建設する選択肢は難しい。他方で，民間不動産デベロッ

パーによる賃貸専用マンション建設が進まない現状では，住宅のみならず交通費補助等も含め

た企業福利厚生の新たな拡充が，人口の定着に寄与する可能性も考えられる。極東地域発展プ

ログラムが目指す人口の定着を促す発展した経済と快適な居住環境の形成のためには，まと

まった軒数の既存の中古住宅をリフォームし，賃貸専用に経営する不動産デベロッパーの誕生

とその拡大が中長期的な問題解決の糸口となるであろう。
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28 筆者を含む研究グループによる独自の企業アンケート調査結果による。詳しくは道上（2013b,c）を参照。
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